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人ロ規模 ・ 学校規模からみる中学校教員の教育活動の実態と課題

　　　　　一 鹿児島 ・ 宮崎 ・ 長崎の 中学校教員対象質問紙調査 より一

○西 島央 （首都大学東京） ○矢野博之 （大妻女子大学） 藤田武志 （日本女子大学）

1．はじめに

　 われわれ研究 グル
ー

プ は、これ ま で 、生 徒の

部活動 へ の 関わ りを通 して 、 生徒の 学校 へ の コ

ミ ッ トメ ン トや進 路選択の さま ざま なパ タ
ー

ン の 様子 を明 らか に し、そ の 分化 の 規定因 を探

ろ うと試み て きた。そ して 、そ の研 究関心の 延

長線上で、部活動 を 中心 に 、子 ども の ス ポー

ツ ・芸術活動 の 多様な 実態 とそ の 社会学的背景

に っ い て 実証的な検討 ・考察 を行 っ て きて い る。

　 と くに こ こ 数年 は 、 現行 の 学習指導要領 にお

い て 、部活動が、教育課程 との 関連づ けに留意

す るこ とや社会教 育関係 団体 との 連携 な ど運

営上 の 工 夫 をする よ うに 求め られ た こ とを受

けて、「地域性 や学校規模の 違 い な どの 特 徴を

よ り強 くも つ こ とにな り、そ の 多様 な部活 動 の

あ り方が生徒 の ス ポー
ツ ・芸 術活 動 に格差 を生

じさせ る原因の
一

つ にな っ て い くの で は ない

だ ろ うか 」 との 仮説 の もと、九州を主 た る フ ィ

ール ドとし て 、質問紙調査や観察 ・イ ン タ ビ ュ

ー調査 を重ねて い る。

　本報告 で は 、
2014 年に鹿児 島 ・宮崎 ・長崎

の 3 県の 公 立 中学校 の 管理 職及び教員 を対象

に 行 っ た 「中学校教員の 教育活動に 関す る ア ン

ケー
ト」 の 調査結果か ら、中学校 の ある地方 自

治体の 人 口規模 と生徒 の 人数 とい う学校規模

に 注 目して 、 第
一

に 、 教員 の 部活動 指導 の 取 り

組み や課 題意識 の 多様な状況 に っ い て 、 第二 に、

教員 の 生活 時間の 視点か ら学習指導や生 徒指

導の 状況 に つ い て 、検討 し て い くこ とに し た い 。

2．先行研 究の検討と課題の抽出

　 われ われ研究グ ル
ー

プ の 目下の 関心は 、子 ど

もが生 活 して い る地 域社会 の 人 口 規模や通 っ

て い る学校 の 学校規模に よ っ て 、ス ポー
ツ ・芸

術活動 を享受す る機 会に 違 い がみ られ るか ど

うか 、 違 い がみ られ た場合 、 どの よ うな社会学

的要因がそ の 違 い に影響 し て い る の か を探る

こ とにな る 。 そ の検証の た め には 、 当事者で あ

る子 ども、それ も部活動 を通 して ス ポ
ー

ツ ・芸

術活 動 を享受す る こ との 多い 中高生を対 象 に

調査 をす る こ とが、まずは考え られ る。しか し、

部活動の 活動状況を よ り 正 確に 把握す る に は 、

中高生に尋ねるよ りは、部活動指導にあたる教

員、部活動 を設 置 して い る学校 の 管理職 に尋ね

る方 が望 ま しい 場合があ る 。

　そ の よ うな理由で 、われわれ研究グル ープ は、

こ れ ま で に も西 島他 （2008 ）や中澤他 （2010）に

お い て 、中学校教員 を対象に質問紙調査 を行い 、

各地 の 中学校 の 部活動 の 活動状況や、教員の 部

活動 指導 の 取 り組み 状況や課 題意識 に つ い て

検討 して きた 。 そ の なか か ら、1 学年 1学級程

度 の 小規模校で は、部活 動設 置数が非常に少 な

く 、 と くに文化部が ほ とん どな い な ど 、 平均 的

ま た はそれ以上 の 学校規模 の 中学校 と比 べ て

ス ポーツ ・芸術活動 を享受する機 会が量的に も

質的 にも少ない こ とが わか り、目下 の 研究関心

に つ ながっ て きた経緯がある。

　また 、 教員 の 部活 動指導に関 して は 、 教員 の

多忙化 が社会問題 とな っ て い る こ とか らも、そ

の 実態や課題意識 を明 らか に す る こ と は 、学術

的 ・社会的に意義がある こ とだろ う。

　 とくに、OECD 国 際教員指導環境調査 （TALIS）

にお い て 、 日本 の 中学校教員 の 勤務時間は 、 参

加国平 均 の 38，3 時間 に比 べ て 53．9 時間 と約

15 時間も長 く、なか で も課 外活 動 の 指導に使

っ た 時間が参加国平均 の 2．1 時間に対 して 7．7

時間 と 3 倍以 上だ っ たこ と（国立 教育政策研究

所 2014 ） か ら、部活 動指導が教員 の 多忙化 の

一
因 と して 社会的 に問題 視され るよ うに な っ

て い る。

　そ して 神林 （2015 ）は、教員の 多忙化 の 進展 に

つ い て 、1950〜60 年代 と 2000年代後半以降の

労働 時間調査結果 の 比較か ら、教員の 労働時間

が増加傾向に ある こ とを示 し、そ の 背景の 一
つ
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と して学校行事や部活動指導 が拡大 して きた

とが挙げられ る と考察 して い る。

　 だが 、こ れ ら の 研 究は 、 平 均など全体 の 傾 向

を述 べ た も の にす ぎな い
。 小 規模の 中学校で 部

活 動 の 設 置数が少 な く、生徒が ス ポー
ツ ・芸 術

活動 を享受す る機会が少 ない とい うこ とは、教

員 の 部活動指導 へ の 取 り組みや課題意識 に も、

小 規模校 と大規模校で違 い が み られ る可能性

は な い だろ うか 。

　
一

方、部活動指導 と教員の 多忙化 をとらえる

上で は 、 教員の 学習指導や生活 指導を含む校務

分掌 の 状況や 生 活時間の 中で の 位置づ けも考

慮す る必要が あ るだ ろ う。学校規模に つ い て は 、

学校 の適正 配置 問題 とし て 学校経 営論的に議

論 され る の に対 し、学級規模 に つ い て はそ の 教

育効果の 推定の 研究結果は条件に よ り見解 が

分かれ る とこ ろで ある。教員 の教育活動や生活

時間 に視点 を置 くならば 、 藤井他 （2006 ）の よ う

な研究の 視線を、さ らに個 々 の教員 レ ベ ル ま で

降ろす こ とが必 要 とな る。さ らには、教員の 教

育活動に部活指導まで 含めて 分析 した学校規

模 ・学級規模 の 研究は管見 の 限 りにお い てみ あ

た らない
。 そ の 点か らも本研究 の 独 自性 と意義

は認 め られると こ ろだろう。

以 上 の 先行研究 の 検討 と課 題 の 抽出 に基づ

き 、冒頭 に 立 て た 2 つ の 課 題 に つ い て 、以 下 、

調 査結果 の 検討 と考察を行 っ て い く。

3．調査概要

　 本報告で使用す る調査 デ
ー

タは、西島央 ・矢

野 博之 ・藤 田武志が行 っ た 「中学校教員 の 教育

活 動に関す るア ン ケ
ー

ト」で ある 。 この 調査は 、

2014 年 12月 に鹿児島 ・宮崎 ・長崎 の 3 県で 公

立 中学校 の 管理職及び教員 を対象に行 っ た。

（1）調査 の手続き

　本調査 は、郵送に よる質 問紙調査 で 行 っ た。

各中学校 に下記 の 2種類 の 調 査票 を送付 した 。

　  学校調査票 ：各学校 に 1 部ず っ 送付 。 管理

職 の 教員、または校務分掌で部活動 の ま とめ役

の 教員に 、 回答 を依頼 した 。 内容 は 、 そ の学校

の 基本項 目、部活動 の 運 営状況 などに関す る質

問 で あ る。

　  教員調査票 ： 各学校に 10 部ず つ 送付 。 国

語 ・社会 ・数学 ・理科 ・音楽 ・美術 ・保健体育 ・

技術 ・家庭 ・英語 の 各教科 を主 に担 当し て い る

教員 1 名ず つ に、回答 を依頼 した。内容は、学

習指導 ・進路指導 ・生徒指導 と部活動指導の よ

うす、学級 や部活動で受け持 っ て い る生徒 の よ

うすや 地域の よ うす 、教員の 教育観 な どに関す

る質問 で あ る。

（2）調査対象校 と回収数 ・
回収率

　鹿児 島 ・宮崎 ・長崎 の 公 立中学校 へ の 全送付

数は 543 校 で 、有効回収数は 219 校、回収率

は 40 ％で あ っ た。県別の 内訳 は、長崎県が 176

校 中 62 校で 35％、宮崎県が 135 校 中 57 校で

42％、鹿児島県が 231 校中 100 校 で 43 ％で あ

る。教員調査 票の 有効回収数は 1443 票 で あ っ

た。そ の 県別 の 内訳 は 、長崎県が 407 票 、宮

崎県が 426票 、鹿児島県 が 610 票 で ある。

　表 3−1　調 査 票 発 送数 と 回 収 数　　　　　（票 ）

子
・
調 票 員調査票

長崎県
発送数

回収数

1ア662 1760407

宮崎県
発送数

回収数

13557 1350426

鹿児島県
発送数

回収数

231100 2310610

合計
発送数
回収数

543219 54301443

（3）人ロ規模 と学校規模

　  学校 の 教育活 動 は 、学校の あ る都道府県、

区 市町 村 の さま ざま な特徴 の 影響 を受けて い

る。そ の
一

つ の 要素が人 口規模で あ る。と くに、

部活動 の よ うに 学校外で の 活動を伴 う場合 、人

口規模 を指標 とし て み えて くる特徴 が多 々 あ

る。本報告で は、調査対象校 の 属す る市町村 を

「2 万 人以下」、
厂2 万 1 人以上 5 万 人以下」、「5

万 1 人以上 20 万 人以下」、「20 万 1 人以上 」

の 4 つ の 階級に分類 した。

　 表 3−2　 人 口 規模 別 学 校 数

学校数 ％

2 万人以下

2 万 1人〜5万 人
5万 1人 〜20 万人

20 万 1人 以上

51605157 23．327
．423

．326
．0

合計 219 100．0

　  各学校 の 全校生徒数 は、最 も小 さい 学校 で

は 1 人 、最 も多 い 学校で は 823 人 で あ っ た。

学校規模 をわか りやす く捉 えるた め に 、
「全校

生徒 30人以下」、「全校生徒 31 人以上 90 人以

下」、「全校生徒 91 人以上 331 人以 下 」、
「全校

生徒 332 人 以上」 の 4 つ の 階級に分類 した 。
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表 3−3　学校規模別 学校数

父 ％

1〜 30人
31〜 90人
91〜331人
332〜 823人

39487953 17，821
，936
．124
，2

合計 219 100

4．人 ロ規模・学校規模からみ る部活動指導

（1）部活 動数

　学校規模 に よ っ て 部活動数が ど う異な っ て

い るか を表 4−1 か らみてみ よ う。30 名以 下 の

中学校で は、94．3％ の 学校で 1〜3 部 の 部活 動

数 で 、平均部活動数は 1．7 部で ある。31〜90

名 の 中学校で は 、
3分 の 2 の 学校で 4 〜 6部 で 、

平均 3．9部で あ る 。 91〜331 名の 中学校で は、

3 分 の 2 の 学校で 7〜13 部で 、平均 9．2部 であ

る。332 名以上 の 中学校 で は、8 割以上 の 学校

で 14〜 31 部 とか な り多 く、平均 17．2 部 で あ

る 。 中学生 の ス ポーツ ・芸術活動 の 享受 の 機会

は 、学校規模 で 量的 ・質的に 大 きく異な る こ と

が うか が え る。

　表 4−1　学校 規 模 別 部 活 動 数 　　　　　　　（％）

30名 以下 31〜90名 91〜331名 332名以上

1〜3部
4〜6部

7〜13部
14 〜31 口

94，35
．70
．00
，0

33，366
．70
．00
．0

0．020368

．41t4

0．01
．915
．183
．0

（学校数） （35） （48） （79） （53）

（2）教員の部活動担当状況 と担当経緯

　学校規模で部活動数が異 なる とい うこ とは 、

部活動 の 顧 問 を担 当す る教員 の 割合 も異 な っ

て い る可 能性が ある 。 そ こで、学校規模別に教

員の 部活動担 当状況を確認 して み る と、表 4−2

の よ うに 、30 名以 下 の 中学校で は半数強の 教

員が顧問を担 当し て い ない が 、332人以上 の 中

学校で は 9 割 の 教員が顧問を担 当して い る。

表 4−2　学校規模別部活動担当状況　　 （％）

の 中学校 の 2 割に 対 し て 、332 名以上 の 中学校

で は 5 割近 くだ っ た。（表省略）

　大規模校で 部活 動数が 多い ほ ど、教員は顧 問

を担 当しな ければ な らな い 割合 も高ま るが、自

分が 希望す る 部の 顧 問を担当 で き る割合 も高

ま る とい うよ うに 、学校規模 と部活動数 と教員

数は複雑な関係に あ る こ とが うか がえる。

（3）部活動 へ の 参加状況

部 活動指導 に充て る時間は教員 の 多忙化の

一
因 と考え られて い る。で は 、教員は部活動に

どの くらい 参加 してお り、 参加状況は学校規模

に よ っ て 異 なっ て い る の だ ろ うか 。 われ われ研

究 グル
ープ は、西 島他 （2008）等で 平 日及び週末

の 活動 日数 と参加率 を組み合わせ た 「部活動参

加 四 類型 」に よ っ て 教員 の 部活動参加状況 を捉

えて きた。本調査 で も同様の 類型 を つ くっ た と

こ ろ、た とえば平 日も週末 も高い 参加 率の 高群

の 割合は 、 西 島他 （2008）で は 39．　70／。 だ っ た の

に対 して 、本調査 で は 61，4％だ っ た 。 表 4−3

の よ うに学校規模別 にみる と、30 名以下 の 中

学校で は 48，8％なの に対 して 、31〜 90 名 と 91
〜331 名 の 中学校で は 60％台で 、332名以上 の

中学校 で は 58．0％ と、四類型 の 分布は 学校規

模 に よ っ て異な っ て い る こ とがわか っ た。

表 4−3　学校規模別部活動参加 四 類型 　（％〉

30名 以 下 31〜90名 91〜331名 332名以上

高群

平日群

土 日群
低群

48．811
，919
．020
．2

64．46
．212
．416
．9

65．510
．79
．614
．2

58．015
．111
．015
．9

（教員数） （84） （177） （429） （364）

（4）部活動指導上 の 課題意識

本調査で 注 目して い る小規模校は 、

一
般に離

島や 山間部 などの へ き地 に位置す る。その よ う

な立 地 に あ る こ とで部活動指導上 ど の よ うな

課題が あ る と教員 は認識 して い る の だろ うか 。

調査 で は 15 項 目にわた っ て部活動指導上 の課

題 を尋ねて い るが 、人 口規模で 捉え られ る地 域

30名以下 31〜 90名 91〜 331名 332名以上

1つ 担当

2つ 以上担当

担当なし

46．62
．151
．3

71．61
．526
．9

65．12
．812
．1

87．02
．710
．3

特性の 影響が強 くみ られ た課題 は 、 表 4−4〜5

の よ うに、大会参加の ため の 移動に時間が かか

るこ とと経費がか か る こ とで あ っ た 。

　 表 4−4　人 口 規模別大会時移動時間　（％）

（教員数） （193） （271） （537） （437）
2万人 以下 〜5万人 〜 20万人 0万 1人以 上

　で は、顧問を担 当して い る教員 は、ど の よ う

な経緯で 担当 し て い る の だ ろ うか 。 自ら希 望 し

た部 の 顧 問を担 当 して い る教員は　30 名以下

とても困ってる

まあ困ってる

32，433
．0

15．930
．9

9224
．3

5．014
．8

（教員数） （179） （320） （284） （358）
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表 4−5　人 口 規模別 大会時移動経費　 （％）

2万人以下 〜5万人 〜20万人 0万1人以上

とても困ってる

まあ困ってる

34，で
26．3

で7．223
．1

9．522
．2

5．317
．0

（教員数） （179） （320） 〔284） （358）

5．人 ロ規模 ・学校規模からみ る学習指導 ・進路

指導 ・生徒指導

（1）学習指導

　今回 の 調査で は、教員の 教育活動上 の 負担や

時間的影響に っ なが る要素 を求め 、教員の 採 る

授業方法を 12 項 目挙げて 質問 した。そ の うち

講義形式、教科書に そ っ た授業 との 対比 と し て 、

自作プ リ ン トを使 っ た授業、教材 を工 夫 し た授

業、教科横断的 ・合科的授業、自由に議論す る

授業に着 目して みるなか で 、 学校規模と の 興味

深 い 関係性が み られた。例えば、自作プ リン ト

を使 っ た授業を心 が け る教員の 設 問を例 に あ

げる と、学校規模は と りわ け小規模 と大規模で

比 率が 高い 。そ の 理 由や背景はお そ らく異なる

と して も、学校規模の 大小 両端 で こ うし た授業

方法が求め られ る こ とは、さらに、教員 の 生活

時 間調査項 目や部活 指導 の 行動四類型 とも相

関が 見 られ、興 味深 い結果 を示 して い る 。

表 5−1 学校規模別 の 自作プ リン トを使 っ た授業を心

が け る 教 員 の 状 況 （％ 〉

30 名 以下 31〜90名 91名 〜331名 332名以 上

心 がけてい る 80．176 ．876 ．483 ．1

い ない 19．923 ．223 、616 ．9

（教員数） （181） （241） （512） （421）

　同様 に、他の 授業方法の 取捨選択が い か に生

活時間や部活指導 との 相関 として現れる の か、

さらに 、教員 の 意識や 価値観 との 関係 性 も視野

に入れて 、整 理 して示 して い く 。

（2）進路指導 ・生 活指導

　一方、教員の 進路指導や生活指導上 の 悩みや

問題の持 ち方 として 、どの ような状況がみ られ

る の だろ うか 。
こ こ で は 、生活指導上 の 悩み に

つ い て の 分析の
一

例 を挙げる 。

　表 5−2 に例示 した よ うに、あ る問題 を悩 み と

し て とらえ て い る教員 の割合に つ い て も、
一概

に 学校規模に比 例す るもの で は ない 。「生 活指

導に時間がか か りすぎる」 に つ い て は 、量的に

大勢の 生 徒に対峙す る以上
、 規模の 拡大に応 じ

て そ の 問題 意識 を持 つ 割合 も増加す る こ とは

うなずける。
一方、同様に学校規模 に応 じて教

員数 も量 的 に 増え る に も関 わ らず 、「生徒指導

に困難 を感 じた時に協力的な同僚 が い ない こ

と」 を悩 み と して 挙げる教員は、そ の 割合は学

校規模 の 大小 に関係な く概ね
一定に近 い

。
こ の

こ とは協力的で あ るか ど うか は もち ろん個 々

の 教員の 質的なちが い で あ る反面、学校の チ
ー

ム と して の 対応 が求め られ る昨今、人数 と し て

の 量 的手 当が 妥当 な解決策 とは な りえない こ

とを意味する。

表 5−2　学校規模別 の 生 活 指導上 の 教員 の 悩 み （％ ）

30名以下 31〜90名 91名
〜331名 332名 以上

時間 がか か

りすぎる
9．7 16．6 21．2 37．1

（教員数） （195） （269 ） （532 ） （436）

協 力的な同

僚が いない
11．8 13．7 12．1 13．0

（教員数） （195） （268） （532） （435）

　 こ れ らはその
一

例 に過 ぎない が 、見 えに くい

問題 と して 、学校規模 は教員の 教育活動に様 々

に作用 して い る状況が うか が え る 。
こ の よ うに 、

学校規模 との 関係 か ら、進 路指導 ・生 活指導に

対す る教員調査 の 結果 を整理 す る とともに、生

活時 間 と部活指導 との 関係 を さらな る視点 と

して加 えて、分析 ・考察 を示 して い く。

　当 目 は 、上述 した以外 の 分析 も含 め て 、2 つ

の 課題 につ い て 検討 ・考察を行 う予 定で あ る 。
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